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論　文　「新しい働き方」における集団の意義

本稿は，企業別労使関係が日本と同様に定着し，労働組合の企業横断的な組織化と労使交
渉が困難にもかかわらず，日本よりも労働組合が積極的にプラットフォームワーカーの組
織化と待遇改善に取り組んでいる韓国の事例を検討することで，日本の「新しい働き方」
における集団の意義と労使関係の課題について考察する。プラットフォームワークは，形
式上労働者としてではなく，独立契約者として行われるため，従来の労働者と自営業者の
二分法の下では，これらの人々は排除される。そのため，各国で政策転換が求められ，経
済法や労働関係法の改正に加え，社会保障制度の改革などさまざまな政策的対応が試みら
れているが，これをめぐる対立も激しく，成果は依然として一部の国に限定されており，
政策転換は容易でない状況にある。こうした中，韓国では，ヨーロッパの労働組合に比し
て未だ十分とは言い難いものの，「特殊形態勤労従事者」に関する 20 年余りの論争や取り
組みを踏まえ，労働組合がプラットフォームワークにおける組織化と労使交渉を積極的に
進め，一定の成果を挙げている。韓国では日本と同様，不安定労働者の脆弱な労働環境と
過小代表性は，企業別の労働組合と労使関係が元凶と指摘されてきたが，徐々に不安定雇
用の時代における新しい労使関係が形成されつつある。これら新たな動きが，企業別労使
関係における従来の集団というものをいかに変化させてゆくかは，日本の視点からも注目
すべきであろう。

「新しい働き方」における集団の意義
―韓国20年間の軌跡からの示唆
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Ⅰ　は じ め に

　今日，世界各国でプラットフォームワークをは
じめとする「新しい働き方」が急速に広がってい
る。プラットフォームワークとは，オンラインプ
ラットフォームを用いて，ある組織または個人が

他の組織や個人にアクセスし，問題解決や労務提
供を行い，その対価の支払いを受けるという雇用
形態である（Eurofound 2018：9）。ここでの労務
提供は形式上，労働者としてではなく，独立契約
者として行われる。労働者であれば，労働時間や
賃金などに関する労働法上の保護が与えられるの
に対し，独立契約者は，そのほとんどが与えられ
ないため，プラットフォームワーカーは脆弱な労
働環境に陥りやすい。加えて，労使双方の負担で
運用されている社会保険制度においても，「労働
者でない人」はほぼ排除されている。すなわち，
労働者と自営業者の二分法でその保護システムが
構築されている状況下では，識別が困難なプラッ
トフォームワーカーは脆弱な立場に陥りやすく，
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それゆえに世界各国で対応が求められている。
　本稿では，企業別労使関係が日本と同様に定着
し，労働組合の企業横断的な組織化と労使交渉が
困難にもかかわらず，日本よりも労働組合が積極
的にプラットフォームワーカーの組織化と待遇改
善に取り組んでいる韓国の事例を検討すること
で，日本の「新しい働き方」における集団の意義
と労使関係の課題について考察したい。
　以下ではまず，プラットフォームワークの特徴
と，その労働市場にもたらす影響を整理する。次
に，さまざまな保護策を講じる上で集団としての
労働組合の重要性を確認し，続いて韓国の労働組
合のここ 20 年余りの取り組みを検討する。最後
に，プラットフォームワークが拡大する中におけ
る新しい集団形成の課題と日本への示唆に言及し
たい。

Ⅱ 　プラットフォームワークの特徴と 
保護策

　本節では，プラットフォームワークの特徴と労
働市場への影響を検討した上で，これに対する保
護策についてまず整理する。
　
１　プラットフォームワークの特徴と保護の困難さ

　プラットフォームワークと一口に言っても，
サービス提供の形態，作業者マッチングの形態，
タスク配分の主体，作業規模，熟練度などにより
36 にも分類ができる（Eurofound 2018：6）。特に，
プラットフォームワークの労務提供方式が対面型
か非対面型かで，その保護策は大きく異なり，今
日のところ，対面型のプラットフォームワークを
中心に保護策は議論されている。このため本稿
も，飲食配達をはじめとする対面型のプラット
フォームワークを中心に検討することにしたい。
　自営業者と労働者の中間に位置する就労形態
は，プラットフォームワークの出現以前から存在
していた（Standing 2011；Keune and Pedaci 2020；
連合総合生活開発研究所編 2017；脇田編 2020）。例
えば，欧米における「従属的な自営業者」，韓国
における「特殊形態勤労従事者」，日本における

「フリーランス」などは，そのような就労形態を

指すものである。その意味で捉えれば，プラット
フォームワークは特段目新しいものではないが，
それら従来のいわゆる「曖昧な就労形態」とは異
なり，労働市場の慣行を大きく変えるだけの特徴
を持っている。プラットフォーム企業は，新しい
情報技術を利用することで，膨大なデータを蓄積
するとともに，その処理も迅速となったため，こ
れまで企業内部で保有せねばならなかった情報や
資源を外部化することが一段と容易になった

（Srnicek 2017：chapter2）。また，サービスの質を
評価するカスタマーシステムの構築により，それ
に関する労務管理が不要となり，仕事もアルゴリ
ズムによって振り分けされるため，労働者性と使
用者性の判断は従前と比べさらに困難となってい
る（Adams-Prassl 2018：chapter1；Joyce and 
Stuart 2021）。つまり，プラットフォームワーク
は，これまでの「曖昧な就労形態」の適用範囲を
広げるとともに，労務提供の形の識別をさらに困
難にさせるものである。
　このため，プラットフォームワークが拡大する
につれ，各国でプラットフォームワーカーの待遇
をめぐる訴訟も増加しており，日韓に比べ，プ
ラットフォームワーカーに対する個別的労働関係
法の適用を認める判決も多く出されているが， 
一方で行政の判断と司法の判断が異なる国や， 
類似案件をめぐり判例が異なる国もみられる

（Daugareilh, Degryse and Pochet eds. 2019）。この
ように，従来の労働者と自営業者の二分法の下で
は，個別の司法判断に基づいてプラットフォーム
ワーカーを保護するのには限界があり，それゆえ
に各国で政策転換が求められている。
　
２　プラットフォームワーカーの保護策

　前述の背景から，プラットフォームワーカーを
保護するための議論は，日韓に限らず，世界各国
で進められている。その方法論としては大きく，
経済法，個別的労働関係法，集団的労働関係法，
社会保障による対応がある。
　まず，プラットフォームワーカーを自営業者と
して扱い，保護するのが経済法による対応であ
る。その主眼はプラットフォーム事業者が不公正
な取引行為を行えなくすることにあるが，契約条
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件の明確化および代金の不払い，不当な減額の防
止以外の対応は困難であり，また問題解決にあ
たっては，当事者が直接裁判に訴えるよりも，公
正取引委員会の調査に基づく行政勧告・指導を待
たねばならないという限界がある（橋本 2021）。
　他方，プラットフォームワーカーを労働者とし
て保護する方法も重要な焦点となっているが，
往々にして企業側がこれに反対するため，法改正
は容易でない。そのうち改正に至ったいくつかの
重要な事例を取り上げると，まず，アメリカのカ
リフォルニア州では，プラットフォームワークの
規制法である AB5（Assembly Bill 5）が 2019 年 9
月に議会で可決・成立した。これにより，労務提
供者は原則的に労働者として推定され，独立契約
者だと主張する場合には，使用者側がその証明を
行わなければならなくなった。すなわち，これは
プラットフォームワーカーを個別的労働関係法上
の労働者として見なし，保護する法改正である

（朴銀貞 2020：218）。一方，フランスでは，ヨー
ロッパでは初めてプラットフォームワーカーの権
利と企業側の社会的責任を明示したプラット
フォームワークに関する法律が 2016 年に成立し
ている（李浩槿 2020：102-106）。これにより民間
保険の加入あるいは労災保険の保険料負担がプ
ラットフォーム企業側に課されるとともに，いわ
ゆる労働三権がプラットフォームワーカーに保障
されることとなった。このフランスの対応は，い
わば個別的労働関係法上の労働者判断を避け，プ
ラットフォーム労働者の団結権を認めたものであ
るといえる。またスペインでも，2021 年 8 月か
らライダーに関する法律が施行され，プラット
フォーム企業の飲食配達ライダーは労働者として
見なされるとともに，企業はライダーに対し，労
働条件や雇用や雇い止めに影響を与えるアルゴリ
ズムを公開することとなった。これはプラット
フォームワークにおいてアルゴリズムが指揮命令
の方法であると認識された点でも注目されるもの
であった。
　このように法改正によりプラットフォーム労働
者を保護する試みも展開されてはいるが，これら
の事例は未だ稀少なものである。個別的労働関係
法での保護は，法律で最低限の労働条件を提示し

守らせることができるもので，強力な保護策には
なるが，その分，法改正までのハードルは高い。
実際，カリフォルニア州では直後に，プラット
フォーム企業のロビー活動によって，スマート
フォンアプリを基盤とする配達・運送会社は
AB5 の対象から除外する条例案が住民投票を経
て可決された。その後 2021 年 8 月にこの除外が
州憲法違反であるとの州裁判決が出されたため，
まだ先行き不透明の状況ではあるが，一度導入さ
れた法律を無力化する動きが直ちに起きたことか
らも分かるように，個別的労働関係法でプラット
フォームワーカーを保護することは容易でない。
他方，集団的労働関係法においては，経済的従属
性のみ認められる状況でも，労働三権は保障され
る傾向があり，法改正なしにプラットフォーム
ワーカーを保護する手段として用いることができ
るが，集団的労働関係法による保護は，自発的に
待遇改善に取り組む人々の存在なくしては当然行
えず，したがって労働組合やプラットフォーム
ワーカー自らの取り組みが不可欠となる。
　これらと異なる保護の方向性が，最後に挙げる
社会保険制度の拡充による社会保障での対応であ
る。社会保険制度は多くの国において，賃金労働
者の増加にあたり，労使双方が保険料を負担し，
政府が保障する方式で導入された。ただ，社会保
険の対象は基本的に労働者のみであり，自営業者
は対象から排除されてきた。今日，各国でその社
会保険制度の再編が試みられているものの，保険
料の負担問題，加入の強制性，また任意加入とし
た場合に想定されるリスクが高い人のみ加入する
などのモラルハザードの問題，社会保険を補完す
る公的扶助と社会保険との間の公平性の問題など
いくつもの課題があり，各国政府は制度改革に困
難を抱えている。
　以上，さまざまな政策的対応が試みられている
ものの，これをめぐる対立も当然ながら激しく，
成果は依然として一部の国に限定されており，政
策転換は容易でない状況にある。
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Ⅲ 　プラットフォームワークへの 

労働組合の取り組み

　制度整備がまだ不足する状況下でプラット
フォームワークが拡大し，雇用関係の形骸化が進
む中でも，プラットフォームワーカーたちの労働
環境改善が実現した事例は存在する。本節では，
そのようなプラットフォームワークに関する労働
組合の取り組みと労使関係に注目して各国の事例
を整理したい。
　
１　集団的労使関係の意義と課題

　前節で触れたように，労働者の団結権は雇用関
係を結んでいない状況でも認められうるため，プ
ラットフォームワーカーたち自らが企業側と交渉
して収入と労働時間に関する待遇改善を得ること
は可能である。実際，ヨーロッパ各国において
は，プラットフォームワーカーを組織化した労働
組合がプラットフォーム企業と交渉し，その労働
環境を改善させている（Mexi 2019）。例えば，デ
ンマーク最大の産別組合である 3F（Fagligt Fælles 
Forbund）は清掃会社の Hilfr と交渉し，最低賃
金，公的年金の権利付与，健康保険，疾病手当，
有給休暇，失業給付がプラットフォームワーカー
に保障されることになった。イタリアでも，労働
組合 6 団体と飲食配達企業の間に労働協約が締結
され，勤務時間の規制と疾病手当の保障が合意さ
れた。スウェーデンでは，運輸労働組合とプラッ
トフォーム型簡易タクシー事業の Bzzt が，その
ドライバーに対しタクシー運転手と同じ労働条件
が適用されるよう合意し，イギリスにおいては，
GMB ユニオンが飲食配達企業 Hermes に対し，
プラットフォームワーカーの最低賃金と休日手当
を労働協約で認めさせた。ヨーロッパではこのよ
うに，労働組合の取り組みによって，プラット
フォームワーカーの最低賃金，有給休暇などの最
低基準が設けられる方向に進んでいる。
　ただ，このような労働組合の取り組みは，自然
発生的なものではなく，従来の労働組合の組織構
造や利益代表のあり方を克服する努力の中で可能
になったといえよう。例えば，ヨーロッパ最大の

労働組合であるドイツの IG メタルは 2016 年に，
独立事業者も組合に加入できるよう組合規約を改
正した。オーストリア最大の産別組合である
GPA-DJP も 2019 年 1 月からプラットフォーム労
働者の受け入れを始め，フランスでも主要労組が
組織を再編し，プラットフォーム労働問題に取り
組み始めた。また，イタリアにおいても三大労組
の労働総同盟（CGIL），労働組合連盟（CISL），労
働連合（UIL）が，プラットフォーム労働者を含
む不安定労働者の組織を新設した（Aloisi 2019）。
　このような転換は，労働組合が組合員の利益を
優先する「メンバーシップの論理」のみを追求せ
ず，長期的な影響力の発揮を重視する「影響力の
論理」を追求することで可能となる。ここでいう
メンバーシップの論理とは，労働組合の運営にあ
たり，組合員の現在のニーズと利益を優先するこ
とであり，影響力の論理とは，組織拡大や組合の
長期的な影響力を優先するものである。これらは
二者択一かつ排他的でないが，労働組合は組合員
なしには存在できないため，組合員の要求やニー
ズを重視せざるを得ない一方，組合員の利益ばか
り追求し，社会から組合への支持を得ることがで
きなくなれば，結局のところ組合員の利益も守れ
なくなるというジレンマがある（安 2021）1）。し
たがって，組合員の利益と組織の影響力保持をど
のようにバランスをとるかが組合の運営にとって
の課題となる。これは，企業別労働組合という組
織構造下で不安定労働者が排除され続けてきた日
本と韓国の労働組合においては，とりわけ重要な
問題となると言えよう。

２　労働組合の新たな取り組み

　従来の労働組合がプラットフォームワーカーの
組織化に舵を切ったといっても，プラットフォー
ムワークの特徴が，その組織拡大と維持を容易な
らざるものにしている。というのも，プラット
フォームワークは簡単に参入できるという利点か
ら労務提供者を増やしたが，これは裏を返せば，
そこから簡単に退出できることも意味している。
すなわち，プラットフォームワーカーは，労働組
合に加入してプラットフォームワークの環境改善
に努めるより，そこから退出してしまう可能性の
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方が高いのである。加えて，「職場」に相当する
労務提供の場所がばらばらの多くのワーカーを労
働組合が組織化するのは極めて困難であるのに対
し，企業側が，蓄積されている情報を独占し，ア
ルゴリズムによってその情報を処理することで，
労働組合の団結権を無力化するのは容易なことで
ある。つまり，労働組合が団結権を行使しようと
する際に，企業側は例えば高い報酬の設定などを
一部行うことで，その効果を縮小させながら，不
当労働行為になるリスクも抑えることができる。
要するに，伝統的な労働組合の手法では，プラッ
トフォームワーカーの組織化だけではなく，企業
側との対等な交渉も容易ではないのである。
　このため，従来の労使交渉を通じた労働協約に
加え，労働組合には新しい取り組みが必要とな
る。まず，IG メタルが開設したウェブサイトの
フェアクラウドワーク（faircrowd.work）のように，
労働組合がプラットフォームワーカーに情報提供
を行い，同時にワーカーとの間に意見交換できる
場を提供することである。プラットフォーム経済
やプラットフォームワークに関する理解が十分深
まっていない今日，社会に対する発信だけではな
く，ワーカー当事者たちへの情報提供も重要であ
る。次に，ストライキの新たな方法である。イタ
リアでは飲食配達のライダーらによるストライキ
も行われたが，前述の通り，労働への参入が容易
であるが故に，ストライキに参加しないライダー
へ代替できる可能性も高い。そのため，ライダー
の労働組合は，企業運営の妨害よりも，自分たち
の過酷な労働状況を消費者に宣伝することを重視
した。これは従来型のストライキとは異なる方法
であると言える（Eurofound 2021：15）。また，労
働組合が企業側に対する脆弱な権力基盤を補うた
めに，他の社会運動団体との提携を強化すること
も重要である（Ibsen and Tapia 2017；Grote and 
Wagemann eds. 2018；Hyman and Gumbrell-
McCormick 2017）。少子高齢化や社会的格差の拡
大，財政赤字の深刻化などの諸問題が顕在化する
中では，労使関係のみから生活保障は成し遂げら
れないため，社会全般にわたる政策転換が必要と
される。そのため労働組合は，他の社会運動団体
との提携を通じて，生活保障を達成することが求

められるのである。その際に政労使だけではな
く，市民団体や地域コミュニティーなどと連携し
た， 社 会 的 協 約 の 締 結 が 結 ば れ る（Kilhoffer, 
Lenaerts and Beblavy 2017）。世界的に労働組合の
影響力が低下し，政策への影響力と労働協約の拘
束力が低下する中で，それを補完する社会的対話
や社会的合意が注目されだした。社会的協約は，
労働協約のような法的拘束力を持たない意味で限
界はあるものの，労働問題に関する社会的関心を
広く惹起できる点が特長とされている。
　各国の労働組合は，これら新しい取り組みの中
で，どのような道を選択し，プラットフォーム
ワークの拡大に対応するのか，今まさに問われて
いる。
　

Ⅳ　韓国における不安定労働者の組織化

　ここまで，プラットフォームワークにおける労
働組合の役割の重要性を確認し，その特徴を考慮
した取り組みの必要性を検討してきた。本節で
は，企業別労働組合という日本と同様の労働慣行
の下で，韓国の労働組合が不安定労働者の組織化
をどのように進めてきたのかを整理する。
　
１　「特殊形態勤労従事者」の組織化

　韓国においては 1997 年のアジア通貨危機以降，
労働市場の柔軟化が進む中で，「曖昧な雇用」の
問題が争点化された。従来の労働者を個人事業主
として登録し，雇用契約ではなく請負契約を結ぶ
ことで，企業側が使用者としての負担から脱する
動きが起こったのである。つまり，韓国におい
て，プラットフォームワーカーが自営業者か労働
者かという論争の元となる事態は，既にこの時期
から生じていた。当時の法律ではこれらの人々を
保護できないため，まずその扱いから論点になっ
たが，結局のところ「特殊形態勤労従事者」と呼
ばれる，労働者でも自営業でもない「曖昧な雇
用」の形態として扱うことになった。この特殊形
態勤労従事者をどのように保護するかをめぐって
さらに議論がなされ，いくつもの立法案が国会に
提出されたものの，ほとんどが法改正に至らず，
自営業者を上回る保護策は，労働災害保険に特例
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措置として任意加入を認める以外ほぼ存在しない
厳しい状況にあった。
　法改正が進まぬ状況下で，特殊形態勤労従事者
は労働環境改善のため，自ら労働組合を結成すべ
く動き始め，またナショナルセンターの全国民主
労働組合総連盟（以下，民主労総）も特殊形態勤
労従事者の組織化に積極的に取り組みだした。
1999 年，学習誌『才能教育』で学生の学習補助
に携わる訪問教師らが労働組合を結成して労使交
渉に乗り出し，翌 2000 年に全国学習誌産業労組
が設立された。同年 5 月には全国保険募集人労組
が，また同 9 月には建設運送労働組合が，翌年 5
月には新聞販売人労働組合が相次いで結成され
た。続いて 2002 年 4 月に民主労総ソウル本部で
開かれた 2 回の準備会議を経て「特殊雇用対策会
議」が構成され，翌年には早くも特殊形態勤労従
事者は民主労総傘下組織に組み込まれた（全国民
主労働組合総連盟編 2017：4-7）。このように特殊
形態勤労従事者の組織化はナショナルセンターの
民主労総を中心に進んだのである。
　しかしながら，韓国において労働組合は事実上
行政による認可制となっているため，これら労働
組合の活動は容易でなかった（脇田 2021）。労働
組合は行政に申請し，設立認可証を受け取る必要
があるが，行政が形式上の不備を理由としてその
発行を拒否することがあるためである。設立認可
書のない労働組合の団体交渉の申入れを企業側は
拒絶するため，それら労働組合は，組合員の組織
化と同時に，設立認可証を得るための闘争もせざ
るを得なかった。行政の設立認可証の発行拒否に
対しては相次ぐ訴訟の結果，特殊形態勤労従事者
の労働組合を認める判決を裁判所が下すケースも
増え，その組織化は一層進むようになったが，労
働組合を結成しても依然，法的要件を満たしてい
ないとされ，法外組合として残されたものも多く
存在した。全国代行運転労働組合やバイク便サー
ビス労働組合などがそれであり，長い間法外組合
として活動しながら，法的な闘争と並行して，組
織力を高めるとともに，組合員の不満を表出して
待遇改善に取り組む戦略を採った。韓国では，こ
のように特殊形態勤労従事者については，企業横
断的で柔軟な組織化の試みがなされていた。

　上述した民主労総サービス連盟傘下の全国代行
運転労働組合は，2005 年の大

テ

邱
グ

地域での労働組
合設立以降，全国組織に成長していた。各地域レ
ベルでは労働組合として認められ，労使交渉も進
んでいるところもあった一方，全国組織の申請に
ついては雇用労働部（日本の旧労働省に相当）の
不認可により，長く法外組合として活動していた
が，2018 年に法定労働組合として認められた。
サービス連盟傘下では他に配達運転手労働組合
が，また民主労総公共運輸労組傘下では全国宅配
労働組合，貨物連帯本部宅配支部，競馬の騎手労
組が法定労働組合として認められるに至ってい
る。このように，特殊形態勤労従事者の長年の取
り組みの結果，司法や行政の判断によって法的に
労働組合に認められるケースは，ここに来てさら
に増加している。

２　プラットフォームワーカーの組織化

　こうした特殊形態勤労従事者の組織化を背景
に，韓国ではプラットフォームワーカーの組織化
も活発に進められており，特に欧米と同様，飲食
配達プラットフォームのライダーの組織化が積極
的に進んでいる。韓国においては，ウーワ・ブラ
ザーズ（優雅な兄弟たち）が運営する「ペダルミ
ンジョク（配達の民族）」と，デリバリーヒーロー
コリアが運営する「ヨギヨ」「配達トン」が配達
代行アプリとして定着し，飲食配達市場の拡大を
主導してきた。こうした中で，飲食配達プラット
フォームワーカーの労働組合が作られたのは，ラ
イダーユニオンであり，2019 年 5 月 1 日に設立
総会が行われた。これは所属先によらない個人加
盟ユニオンで，日本のウーバーイーツユニオンと
同様，上部団体には加入せず，独自に活動してい
る。その後，ライダーユニオンのサポートによ
り，配達員が労災認定されて補償を受けられた事
例も生まれたことで，ユニオンは広く認知される
こととなった。ソウル地域のライダーユニオン組
合員たちはさらに，同年 10 月 15 日にソウル市に
労働組合設立を届け出て，翌月 18 日に受理され，
プラットフォームワーカー初の法定労働組合が誕
生した。一方これとは別に，民主労総でもサービ
ス連盟が中心となって動き，その産別傘下に「プ
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ラットフォーム労働連帯」を 2019 年 3 月に設立
して，運転代行，バイク便，飲食配達プラット
フォームワーカーの組織化を進めた。こちらも個
人が一定額の組合費を払えば組合員資格が与えら
れ，2020 年 10 月時点で代行運転手 300 人，バイ
ク便配達員 150 人，飲食配達員 280 人が組合員と
して活動している（安 2021：20）。
　民主労総の積極的な動きに対し，韓国のもう一
つのナショナルセンターである韓国労働組合総連
盟（以下，韓国労総）は，長らく非正規労働者を
組織化する取り組みに乏しく，プラットフォーム
ワーカーをどのように扱うかについて明確な方針
を打ち出せていなかった。そのため，その組織化
についても元々は民主労総ほど積極的ではなく，
2019 年末に「プラットフォーム労働者の保護方
案策定 TF チーム」を立ち上げて検討を始めたも
のの，当初は「プラットフォーム労働者共済会」
という形での対応からスタートした。すなわち，
プラットフォームワーカーを労働組合の組織化の
対象として考えてはいなかったのである。しか
し，民主労総とライダーユニオンの精力的な取り
組みに促され，韓国労総もこれに積極的に対応せ
ざるを得なくなり，2020 年 9 月 4 日に委員長直
轄の「全国連帯会議」を設立し，プラットフォー
ムワーカーの組織化の受け皿を作るに至った 2）。
韓国で政労使三者協議を行う大統領直轄の政府審
議会である経済社会発展労使政委員会（以下，労
使政委員会）には，ナショナルセンターとしては
韓国労総のみが参加し，民主労総は脱退している
ため，韓国労総はこれまで政策面での対応を重点
的に行ってきたが，ここにきてプラットフォーム
ワーカーの組織化にも乗り出すようになった。
　

Ⅴ　韓国における労使交渉とその成果
　
　本節では，上述したプラットフォームワーカー
の組織化の動きの下で行われた韓国における最近
の労使交渉と，その成果について紹介する。

１　労働組合の労使交渉と労働協約

　法的に労働組合として認められたとはいえ，企
業側がプラットフォームワーカーとの労使交渉に

応じるわけではないことは，2019 年 4 月に全国
代行運転会社が全国代行運転労働組合による団体
交渉の申入れを拒否し，組合活動の制限を要請す
る仮処分申請を裁判所に提出したことからも窺え
る。労働組合の活動を保障する判例や行政措置が
増えている現状でも，プラットフォームワーカー
が労使交渉を行い，労働協約締結にまで至るには
十分な困難が想定される。
　プラットフォーム企業との労働協約が最初に締
結されたのは，配達代行会社「配達は兄弟」とラ
イダーユニオンとの間であった（鄭興俊 2019：
152-153）。2019 年 6 月 5 日に両者の労使交渉が始
まり，翌月 9 日に合意案が出された。協約書に
は，基本配達料金や割増料金など賃金に関わるも
の，また福利厚生やライダーの事故に対する法
的・医療的支援など，ライダーを労働者として保
護する内容が含まれていた。これは韓国のプラッ
トフォームワークにおいて先駆的な事例と言えそ
うだが，実のところ「配達は兄弟」はソウル市の
一部地域（江西）を拠点に営業する一企業であり，
その創業者も元々は他の配達代行アプリのライ
ダーとして解雇や単価引き下げを経験した後，ラ
イダーの安全と生活安定を目標として起業したと
いう人物である。したがってこれを韓国で最初の
プラットフォーム企業との労働協約と評価するに
は，さすがに特殊な事例と言わざるを得ないだろ
う。
　ただ，ライダーユニオンはこうした経験を活か
し，同年 12 月 14 日にはペダルミンジョクのアプ
リ運営会社ウーワ・ブラザーズの配達代行子会社
である「優雅な青年達」に対し団体交渉を申し入
れた。ペダルミンジョクは飲食配達でレストラン
と消費者とを仲介する業界シェアトップのアプリ
であり，これと労働協約が結ばれれば，その波及
効果は大きいとみられた。韓国では，プラット
フォーム企業がレストランの仲介とデリバリーの
仲介をどちらも行うウーバーイーツのような形は
元々主流でなく，ペダルミンジョクやヨギヨと
いったレストラン仲介の大手プラットフォームア
プリを経営する会社と別に，デリバリー代行のみ
を仲介する零細の企業が並存していた。これは，
プラットフォームワークが登場する以前から各地
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域を拠点としたデリバリーの会社が営業している
状況下に，レストラン仲介の大手プラットフォー
ム企業が進出してきたため生じた韓国の特殊事情
を反映している（朴正訓 2020）。そのため，当初
はウーワ・ブラザーズも各地域を拠点とするデリ
バリー代行の零細な企業に配達を依頼していた
が，事業が成長するにつれ，配達代行子会社とし
て「優雅な青年達」を設立した。
　ライダーユニオンの申入れ直後，民主労総サー
ビス連盟も 12 月 23 日に団交を申し入れたが，韓
国では複数の労働組合がこのように団体交渉を申
し入れた場合には，労働組合の交渉窓口を単一化
する必要があり，ライダーユニオンとサービス連
盟の間で交渉代表をめぐる争いが生じた。結局の
ところ，組合員の数が多かったサービス連盟がソ
ウル地方労働委員会の裁決を経て，交渉代表の労
働組合と決定した。サービス連盟と「優雅な青年
達」は，6 カ月の交渉の結果，2020 年 10 月 22 日
に労働協約を締結し，配達仲介手数料の合理化，
健康診断費用の提供，安全管理への配慮など労働
環境の改善が達成された。事実上これが，韓国に
おける全国的なプラットフォーム企業と労働組合
とが締結した最初の労働協約となった。
　サービス連盟とライダーユニオンはその後もプ
ラットフォーム企業との労使交渉を行い，2021
年にはサービス連盟が改めて「優雅な青年達」と
配達料に関する交渉を行った。サービス連盟は，
組織の拡大やこれまで蓄積したノウハウを基に，
記者会見やピケッティングを行うとともに，一時
的にアプリへのアクセスを拒否するという，プ
ラットフォームワークにおける実質的なストライ
キを敢行した。その後，中央労働委員会の仲裁を
経て，2022 年 1 月 5 日に配達料金に関する協定
書が両者の間に締結された。労働組合が要求した
基本料金の引き上げは達成されなかったものの，
バイク保険料の負担を緩和するため，配達共済組
合を設立し，保険料の一部を会社側が負担すると
いう，保険料負担の会社責任が認められた。
　その後，ごく最近になり，韓国のアマゾンとも
称される国内最大のオンライン小売業者クーパン

（coupang）が開始した「クーパンイーツ」が急速
に成長した。クーパンイーツは，ｅコマース事業

で培われた独自モデルによる飲食配達アプリで，
配達料金の節約を武器にしたため，企業間で配達
料金の低減競争が生じ，結果的に配達員の労働環
境悪化が問題となった。ライダーユニオンとサー
ビス連盟はクーパンイーツに対しても団体交渉を
申し入れた。注目すべきは，これまで代表交渉を
めぐって競合していた両労働組合が，初めて共同
交渉団を作り，交渉に当たっていることである。
2022 年 6 月の時点点ではまだ労使合意に至って
いないが，飲食配達のプラットフォームワークに
おいては，このように労働組合間の協力の取り組
みも見られ始めている。
　代行運転のプラットフォームワークにおいて
も，労使交渉が進められている。全国代行運転労
働組合は，韓国 IT 大手カカオ（Kakao）の子会
社でタクシー配車アプリを展開するカカオ・モビ
リティに対し団体交渉を求めていたが，カカオ・
モビリティはこれを拒み続けていた。前述の通り
2018 年に代行運転労働組合が雇用労働部から法
定労働組合として認められてもなお，企業側が団
体交渉を拒んだため，1 年間の法廷闘争となった
が，結果的にカカオ・モビリティと代行運転労働
組合は，労使交渉を誠実に進めることで合意し，
労使交渉を現在行っている。
　以上のように，韓国で対面型サービスを行うプ
ラットフォームワークにおいては，労働組合によ
る労使交渉が進み，労働協約の締結にまで至った
ケースも見られている。
　
２　社会協約の実験

　プラットフォームワークに関する労使交渉と並
行して韓国で行われたのが，「プラットフォーム
対応案作りのための社会的対話フォーラム」（以
下，プラットフォーム・フォーラム）発足の試みで
ある。これは，プラットフォーム経済という新し
いシステムにおける調整メカニズムが未整備の状
況で，ルール作りとこれを議論すべき場が求めら
れており，そこでの話し合いを政策化するため，
当初の構想では労使に加え，政党と政府も加わる
というフォーラムであった（權賢芝 2022：15）。
しかしながら，労使政委員会に参加している韓国
労総は，既存の労使政委員会が形骸化され，一部
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の労働組合が過大代表される恐れがあるとして，
この構想に反対し，中止を求めた（『京郷新聞』
2020 年 2 月 19 日）。このため，プラットフォーム・
フォーラムは当初の構想とは異なり，経営側とし
てコリア・スタートアップ・フォーラムというプ
ラットフォーム企業の経営者団体とウーワ・ブラ
ザーズ，デリバリーヒーローコリア，スパイダー
クレフトというプラットフォーム配達業界大手 3
社が参加し，労働側として民主労総サービス連盟
とライダーユニオンが参加して 2020 年 4 月 1 日
に発足した。韓国労総と政府は参加せず，学者 3
人のみが労使間に立つ形となった。
　プラットフォーム・フォーラムは，議論を進め
るための制度的基盤がなく，一から議論を積み重
ねる必要がある困難な状況により，対話は容易に
進まなかった。ワーカーの労働者性とアルゴリズ
ムの問題はプラットフォームワークのルール作り
に重要なものであるにもかかわらず，経営側の反
対により主要な議題とならなかった。加えて，労
働組合の代表として参加していたライダーユニオ
ンとサービス連盟の間にも対立が生じ，ライダー
ユニオンは労働基準法上の労働者性を認めさせる
べきという強硬路線を主張するのに対し，サービ
ス連盟はプラットフォームワークに関するルール
作りを優先すべきとの現実路線を主張した。とは
いえ労使双方は，このような状況でも話し合いを
続け，同年 10 月 6 日に労使合意となる「社会協
約」を締結した。
　合意内容は，総則としての労使相互の尊重と自
由な労働組合の結成および活動の認定から，公正
な契約，労働条件と補償，安全と保険，情報保護
とコミュニケーション，今後の課題，制度改善の
合意事項と政府への建議となっていた。これによ
り企業がプラットフォームワーカーの事故に対す
る責任を負うとともに，その労働組合の結成と団
体交渉が認められるようになった。なお，プラッ
トフォーム・フォーラムが政府に対して建議し
た，配達サービス産業の法的定義および支援根拠
に関する法整備とセーフティネットの拡充につい
ても，2021 年 7 月の「生活物流サービス産業発
展法」施行と，プラットフォームワーカーへの雇
用保険適用開始により，後に実現している。労使

がプラットフォーム・フォーラムを通じて信頼関
係を構築し，先導して業界のルール作りに成功し
たことは，高く評価されている（呉 2020）。
　ただ，プラットフォーム・フォーラムは当初，
飲食配達以外の業種での協約締結まで目指したも
のの，その成果はないまま，2022 年 5 月 13 日に
解散することになった。プラットフォーム・
フォーラムでの合意は，労働協約と異なり，自律
協約であるために強制力がなく，この協約に参加
していないクーパンイーツが安い配達料金を背景
に急成長し，健全な競争環境が保たれなくなった
ことなどもあり，協約の実効性を保持する力や，
社会協約に対する交渉当事者の意欲と期待が低下
し，交渉を続けるモチベーションが失われた。こ
こに労使の自律協議体としてのプラットフォー
ム・フォーラムの可能性の裏面にあった限界が露
呈したとも言える。
　一方，韓国労総のみが労働者代表として参加し
ている労使政委員会でも，労使交渉が進められ
た。2018 年 7 月に労使政委員会の小委員会とし
て「デジタル転換と労働の未来委員会」が設置さ
れ，議論を重ねて翌年 2 月 18 日に「デジタル転
換に対する労使政の基本認識と政策課題に関する
基本合意」が提示された。基本合意では，現状の
共通認識を踏まえ，推進すべき 6 つの課題として
①変化する産業に備えた多様な政労使協働モデル
の模索②労働者に対する人材教育の拡大③デジタ
ル転換から不利益を被る階層を増やさないための
セーフティネットと職業訓練の強化④拡大しうる
利害当事者間の対立の解消⑤国家目標とビジョン
設定に当たっての多様な社会主体の参加⑥デジタ
ル転換の影響に関する共同研究が挙げられてい
る。この合意を具体化するため，同小委は，同年
12 月 11 日に報告書「デジタル転換時代，労働の
未来のための我々の挑戦と課題」を発表した。内
容としては労働のデジタル転換に伴うリスクおよ
び労使の共同対応の必要性の言及にとどまってい
るものの，労使が課題を共有し協働することで合
意したこと自体に意味はあると言えよう。また
2020 年 5 月 27 日には同小委に「デジタルプラッ
トフォーム労働：配達業種分科委員会」が発足
し，労災保険の適用拡大と雇用保険の加入につい
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て議論されることとなった。これには，労働者代
表としてライダーユニオンの執行委員長も参加し
た。ここでの労使協議を踏まえ，同年 9 月 16 日
に「配達労働従事者の労災保険の死角地帯の解消
のための労使政合意文」が締結され，配達従事者
に対する労災保険の加入拡大が合意された。
　以上のように，韓国においては民主労総と韓国
労総のみならず，独立系の矮小な労働組合である
ライダーユニオンも労働者代表としてプラット
フォームワークに関する交渉を積極的に行い，政
府に対し政策転換を促していることが確認でき
る。

Ⅵ　おわりに―新しい労使関係の可能性

　プラットフォームワークの拡大は，従来の労働
者保護の外側に位置する人々を増やしており，各
国で既存の労働法や社会保障の体系に対して新た
な課題を突き付けている。韓国においても日本と
同様，経済法，個別的労働関係法，集団的労働関
係法，社会保障による対応が模索されているが，
自営業者か労働者かという二分法で保護システム
が構築されている状況下で，その転換と「曖昧な
就労形態」の人々の保護はやはり困難である。韓
国における特殊形態勤労従事者をめぐる 20 年余
りの政策過程は，それを如実に示すものと言えよ
う。
　この政策転換が困難な状況下で注目されるの
が，労使関係である。労働組合の団結権というも
のは比較的認められ易く，それゆえプラット
フォームワーカーは，個別労働関係法の保護を受
けられない場合でも，自らそれを行使して，会社
からより良い労働条件を得られる可能性があるた
めである。ただ，プラットフォームワーカーをは
じめとする不安定労働者は，標準的な雇用関係を
前提とする労使関係からは排除されており，労働
三権の行使は容易ではない。このような不安定労
働者を労使関係に包摂するためには，従来の労働
組合が，短期的視野になりがちなメンバーシップ
の論理に没入せず，労働者全体の代表としての役
割を果たし，社会的な影響力の向上を目標とする
影響力の論理をしっかり併せ持つ必要がある。欧

米では，多くの労働組合が不安定労働者を包摂す
べく取り組み，プラットフォームワーカーを事実
上労働者として保護する労働協約を締結してい
る。とはいえ，韓国においては，日本と同様に長
らく労働組合が企業別に形成されてきたことか
ら，企業別労使交渉で労働条件が決定され，労働
組合は企業横断的な問題に取り組み難く，必然的
にメンバーシップの論理を優先せざるを得ない状
況にあった。特殊形態勤労従事者など不安定労働
者の脆弱な労働環境と過小代表性は，このような
企業別の労働組合と労使関係が元凶であると指摘
されてきた（李正煕ほか 2016）。
　事実，このような制度的要因が労使関係や雇用
慣行に与える影響は極めて大きいが，本稿で韓国
の事例から考察したように，制度の規定力が労働
者保護のあり方すべてを決定するわけではない。
特殊形態勤労従事者の組織化と粘り強い闘争によ
り，その団結権は，企業側の拒否も依然として見
られはするものの，法的には否定できない状況と
なっている。これら長年の特殊形態勤労従事者の
組織化とその保護策に関する議論の蓄積の上に，
韓国のプラットフォームワーカーの組織化と法的
保護策は進められている。ヨーロッパの労働組合
には及ばぬものの，プラットフォームワーカーの
ため，競合するいくつもの労働組合が協力と対立
とを孕みつつ，企業や政府と交渉し，成果を挙げ
ている。すなわち，プラットフォームワークの拡
大という労使関係の大転換期において，集団とし
ての労働組合の戦略と取り組みに再注目すべきと
考える理由である。
　また韓国の事例は，この問題への取り組みが，
従来の労働組合にとっても，既存の労使関係や雇
用慣行の問題点を解決する契機であることを示し
ている。韓国では企業別労働組合という構造的問
題を克服しようとした産別労組への転換は，国内
で否定的に評価されることが多い。というのも，
産別転換の象徴である金属労組と保健医療労組に
おいてすら，賃金の統一化と産別賃金交渉がまま
ならず，産業内の賃金格差は依然大きいためであ
る。しかし新しい産別では，例えばタワークレー
ン運転士労働組合は，全国的な賃金水準統一化を
実現し，全国学校非正規職労働組合も，学校ごと
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20H01605 の助成を受けたものである。

 1）労働組合のメンバーシップの論理と影響力の論理の議論は，
Vandaele（2018）に基づいているが，Vandaele が影響力を制
度内の影響力と定義して，従来の労働組合は影響力の論理を重
視し，新生の労働組合はメンバーシップの論理を重視すると主
張しているのに対し，筆者は権力資源動員論の立場から，影響
力を社会からの支持調達の可能性として捉えているため，メン
バーシップの論理と影響力の論理について Vandaele と異なる
定義を用いている。権力資源動員論に基づく労働組合の社会的
支持調達の戦略的意義については安（2013）を参照されたい。

 2）この部分は，韓国労総の宋ミョンジン政策本部室長への書面
インタビュー（2020 年 11 月 20 日）に基づくものである。
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ばらばらであった賃金水準を統一化させ，産別賃
金交渉を行うようになっている。両労働組合は，
何もない状況から自分たちの手で組織化を進め，
それゆえ産業内の賃金統一化という問題意識を最
も忠実に実現したと考えられる。つまり，労働組
合の対応次第で，従来の労働組合や労使関係の問
題点を克服する機会にもなりうると言えるだろ
う。プラットフォームワークは，日本においても

「曖昧な就労形態」を増加させ，集団的労使関係
を大きく揺るがす要素であることは間違いない
が，視点を転ずれば，不安定労働者を包摂する集
団的労使関係の再構築と，集団としての労働組合
の社会的な再認識の契機にもなりうると思われ
る。
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